
・扶養手当、時間外手当等男性の職員による受給が多いため男性の方が多くなる。 

・本庁部局長・次長相当職に該当する職員はいない。 

・勤続年数別での差異を比べる範囲は、職員数が少ないため、一人で大きな差が出る。 

・勤続年数 11～15 年は、医師と一般職での差異になるため大きな差が出ている。 

・勤続年数 6～10 年は、産休育休の女性職員分減額となっているため大きな差が出ている。 

・勤続年数 1～5 年は、専門職や中途採用者による前歴経験月数が含まれる男性職員が多い

ため差が出ている。 


